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1 ．序　　　論
　2009年 3 月 7 日「従業員資本参加法」（Mitarbeiterkapitalbeteiligungsge-
setz）が制定され，同年 4 月 1 日に発効した。正式の名称は「従業員資本
参加の税制的助成に関する法律」（Gesetz zur steuerlichen Förderung der 
Mitarbeiterkapitalbeteiligung）である。
　この従業員資本参加法は，2005年から2009年に至る，CDU（キリスト
教民主同盟）と SPD（ドイツ社会民主党）の大連合政権のもとで生まれた。
CDU は「社会的資本パートナーシャフト」（Soziale Kapitalpartnerschaft）
という構想を展開し，SPD は「被用者のためのドイツ・フォンド」
（Deutschlandfonds für Arbeitnehmerinnen und Arbeitnehmer）という構想
で被用者の資本参加を推し進めようとした。
　ドイツにおける労働者財産形成法の展開が財産形成一般から労働者の資
本参加へ次第に重点を移していく過程については，拙著『ドイツ経営パー
トナーシャフト史』（2010年 3 月）の「第 7 章　労働者財産形成法の展開
と経営パートナーシャフト」において考察を加えておいたが，2009年 4 月
の時点ではすでに初校の段階に入っており，この従業員資本参加法を取り
上げることができなかった。
　4.2　ホッペケ社の従業員資本参加
　　4.2.1　従業員資本参加の歩み
　　4.2.2　受益権による従業員資本参加
　　　4.2.2.1　受益権の種類
　　　4.2.2.2　受益権の諸条件
　　　4.2.2.3　パートナーシャフト委員会
　　　4.2.2.4　従業員資本参加の状況
　4.3　従業員資本参加と経営パートナーシャフト思想
5 ．結　　　論
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　本稿では，まず労働者財産形成法から従業員資本参加法へ至る展開を概
観する。次に，CDU の「社会的資本パートナーシャフト」と SPD の「被
用者のためのドイツ・フォンド」および CDU・CSU（キリスト教社会同
盟）・SPD の「共同提案」をみる。そして従業員資本参加法の概要と特徴
について述べる。
　従業員の資本参加は，その法的環境が整えられるはるか以前からすでに
いろいろな企業で実践に移されてきた。そのモデルともなるべきいくつか
の企業の実践については，拙著『ドイツ経営パートナーシャフト史』にお
いて考察を加えているが1︶，本稿ではバッテリー・メーカーのホッペケ社
における従業員資本参加を取り上げてみる。
　ドイツにおける従業員の資本参加は，他のヨーロッパ諸国と比較してと
くに進んでいるというわけではない。例えば，従業員の株式参加において
は，英国，オランダ，フランスなどがドイツに大きく水をあけている。制
度上のいろいろな違いもあろうが，従業員の精神的参加と物的参加を一体
化して追求しようとする，ドイツ独特の「経営パートナーシャフト思想」
が従業員資本参加の促進を難しくしている面があると思われる。本稿の最
後にこのことを考察する。
2 ．労働者財産形成政策と労働者の資本参加
2.1　労働者財産形成法から従業員資本参加法へ
　労働者財産形成の問題は，共同決定（Mitbestimmung）の問題と並んで，
戦後西ドイツにおけるもっとも重要な社会政治的課題のひとつであった。
共同決定の問題は，1951年の「モンタン共同決定法」と1952年の「経営組
織法」の成立をもって一応決着をみることになるが，労働者財産形成の問
題は，近年，国民経済における所得格差・財産格差がいっそう拡大するな
かで，今なお今日的な緊急課題としてその解決を迫っている。
　ドイツにおける労働者財産形成政策の歴史2︶ は，1953年の「住宅建設プ
レミアム法」に始まる。これを第 1 次として1956年に「第 2 次住宅建設プ
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レミアム法」，1959年の「貯蓄プレミアム法」へと続く。いずれも住宅建
設のための貯蓄や財産形成のための貯蓄に対して一定の条件のもとで国家
がプレミアム（奨励金）を支給するという政策であった。
　労働者の財産形成に正面から取り組んだ法律が1961年の「労働者の財産
形成を促進するための法律」（Gesetz zur Förderung der Vermögensbil-
dung der Arbeitnehmer）（以下では「財産形成法」とする）であった。こ
れを「第 1 次財産形成法」として，「第 2 次財産形成法」（1965年），「第 3
次財産形成法」（1970年），「第 4 次財産形成法」（1984年），「第 5 次財産形
成法」（1990年）と展開されていく。
　1984年の「第 4 次財産形成法」から，所得税法の改正と併せて「財産参
加法」（Vermögensbeteiligungsgesetz）という名称が登場してくる。「第 5
次財産形成法」（1990年）を「第 2 次財産参加法」とし，1999年の「第 3
次財産参加法」へと続いていく。
　一連の財産形成法の柱を成しているものが「財産効果的給付」（Vermö-
genswirksame Leistung）という概念である。第 1 次財産形成法では，「財
産効果的給付とは，使用者が労働者に対して支給する給付である3︶」として，
その給付のカタログが掲げられている。例えば，貯蓄プレミアム法に従っ
て使用者が従業員に貯蓄のための給付を支給すると，それが「財産効果的
給付」となる。第 1 次財産形成法では，この「財産効果的給付」に対して，
1 暦年当り 312 DM を限度として，賃金税について税制的優遇措置がとら
れるとともに社会保険負担金が免除される。さらにこの 312 DM の22％は
プレミアムとして国家から助成され，それに対して年 4 ％の利子がつけら
れる。
　その後，この限度額は，第 3 次財産形成法（1970年）で 624 DM へ，第
4 次財産形成法（1984年）で 936 DM へ，さらに第 5 次財産形成法（1990
年）で 1,436 DM へと引き上げられていく。これに並行して税制上の優遇
措置の拡充が図られるとともに「財産効果的給付」のカタログも拡大され
ていく。また，「財産効果的給付」の受給資格について所得限度が規定さ
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れるようになる。
2.2　第 4次財産形成法（1984年）
　このような展開の中で第 4 次財産形成法は「財産政策の歴史において重
要な境界石をなしている4︶。」住宅建設や貯蓄形成のような従来の貨幣的
財産形成から「生産的資本」への参加，すなわち「資本参加」へ大きく方
向転換が行われたからである5︶。
　まず，「資本参加」のカタログが拡大された。これまで資本参加として
掲げられてきたものとしては，①株式，②貸付債券，の二つだけであった
が，新たに，③転換社債，④協同組合（Genossenschaft），⑤受益権
（Genußrecht），⑥受益証券（Genußschein），⑦匿名社員（Stille Gesell-
schafter），⑧有価証券特別財産の持分証券（Anteilschein an einem Wert-
papier-Sondervermögen），が加えられた。
　次に，国家によって支給される「労働者貯蓄手当」（Arbeitnehmer-Spar-
zulage）の枠が 624 DM から 936 DM へ引き上げられたが，増額分の 312 
DM は，上掲の八つの「資本参加」形態に投入される場合にのみ特別の優
遇措置を受けることができる。
　また，貯蓄財産などの単なる貨幣的財産形成と資本参加との間で助成率
に差が設けられた。同じ財産効果的給付であっても前者の場合の助成率は
16％であるが，後者の場合は23％となる。
　さらに，所得税法が改正され，その §19a において，労働者の資本参加
から生じた収益について，それがその財産価値の半分以下で，しかも 300 
DM を越えない限りで，免税措置が講じられることとなった。
　以上にみるように，第 4 次財産形成法では，労働者の資本参加をいっそ
う積極的に推進しようとする政策意図が明瞭に打ち出された。この意図を
受けて「第 1 次財産参加法」という名称が登場することとなった。
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2.3　第 5次財産形成法（1990年）
　基本的な枠組みは第 4 次財産形成法と変わっていない。
　まず，第 5 次財産形成法では，税制上の優遇措置の対象となる財産効果
的給付の最高限度額が 936 DM から 1,436 DM へ引き上げられた。さらに，
所得税法 §19a の改正が行われ，使用者が何らかの財産参加価値を労働者
に支給した場合に生じる収益について，その課税控除限度額を 300 DM か
ら 500 DM へ引き上げた。この引き上げ分の 500 DM は生産的資本へ投下
されると，その20％が労働者貯蓄手当として国家から助成金が支給される。
全体として労働者の資本参加をますます促進する方向へ改革が進められて
いる。
　さらに1999年の「第 3 次財産参加法」で上述の 1,436 DM が 1,736 DM
へ引き上げられた。前回の引き上げ分 500 DM と合わせて 800 DM が資本
参加に投下されるとその20％が助成されるが，単なる貨幣的貯蓄へ向かう
と助成率は10％に止まる。
　2003年にも改正が進められた。財産効果的給付の限度額について，資本
参加と貨幣的貯蓄に分けてそれぞれ別々に規定している。前者の場合は 
400 Euro，後者の場合は 470 Euro とし，その助成率も前者は18％，後者
は 9 ％としている。
　助成を受ける労働者の所得限度についてはすでに単身者と既婚者につい
てそれぞれ限度額が設けられていたが，それぞれ引上げが行われた。労働
者貯蓄手当を受けるための所得限度は，単身者が 17,900 Euro，既婚者は 
35,800 Euro となっている。
3 ．従業員資本参加法（2009年）の展開
　第 4 次財産形成法（1984年）以来，労働者財産形成政策の基本的方向が
貨幣的財産形成から労働者の資本参加へますます傾斜してきたことをみて
きたが，それをさらに決定づけたのが2009年の「従業員資本参加の税制的
助成に関する法律」（Gesetz zur steuerlichen Förderung der Mitarbeiter-
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kapitalbeteiligung）であった。一般に「従業員資本参加法」（Mitarbeiter-
kapitalbeteiligungsgesetz）といわれている。2009年 4 月 1 日に発効した。
3.1　CDUの「社会的資本パートナーシャフト」
　CDU（Christlich-Demokratische Union, キリスト教民主同盟）は，2006
年11月の第20回党大会において「社会的資本パートナーシャフト」（Soziale 
Kapitalpartnerschaft）というスローガンのもとで，企業レベルにおける従
業員資本参加の促進にいっそう積極的に取り組むことを決議し，これに対
する提案をまとめた6︶。
　これを受けて2007年 2 月，ドイツ・カトリック中央委員会（ZdK Zent-
ralkomitee der deutschen Katholiken）は，それは「カトリック社会論の古
くからの主張と結びつくものであり，」「CDU は，CDA（Christlich-
Demokratische Arbeitnehmerschaft キリスト教民主労働者）社会委員会の
長年の要求を受け入れ，それを政治的願望からドイツの現実的政策へ転換
したのである7︶」として歓迎の意を表した。
　さらに2007年 7 月，CDU と CSU（Christlich-Soziale Union, キリスト教
社会同盟）の共同作業グループは，「社会的資本パートナーシャフトのた
めの経営的同盟」（Betriebliche Bündnisse für Soziale Kapitalpartnerschaft）
という表題の決議を行った。
　労働者の「所有参加」（Miteigentum），とりわけ生産的資本への参加を
社会的市場経済の基本的構成要素として強く主張してきたのは，社会的カ
トリシズムの思想であり，その主張を継承してきたのがCDUやCSUであっ
た。
3.1.1　「社会的資本パートナーシャフト」の目標
　CDU 党大会の決議は「社会的資本パートナーシャフト」についてとく
に概念規定を行っていない。むしろこのスローガンのもとで CDU が何を
めざすかを語っている8︶。
　「労働を優先すること」（Vorfahrt für Arbeit）が CDU の政策目標であり，
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そのためには高い失業率を抑え雇用を創出しなければならない。雇用は所
得を獲得させるばかりではなく，自己実現と社会的参加を可能にする。そ
の基盤となるものが所有（財産）と自由で社会的責任ある企業制度である。
　所有（財産）によって，人間は，個人的・自己責任ある生活形成の空間
を拡大し，経済的・社会的変化に対応し，各自の独立性を強化することが
できる。そのためには「個人レベルの私的所有の形成をできる限り促進す
る こ と」（die Bildung von personenbezogenem und privaten Eigentum für 
möglichst viele fördern）が不可欠となる。
　それを実現する道が「社会的市場経済」と「社会的パートナーシャフト」
である。労働者は国民所得に対して公平な参加を確保すべきであり，他方，
職場を維持するためには，国際的競争力を高めることが必要となる。その
ためには競争力を維持・発展させつつ従業員が経営成果に参加できる道を
探求しなければならない。その方法が「個別経営レベルの協定」（Stan-
dortvereinbarung）と「経営的同盟（Bündnisse）」である。すなわち，従
業員の資本参加が実現されるべき場は，従業員が働いている経営の場であ
り，この経営の場で資本参加について協約と同盟が結ばれる。
3.1.2　「社会的資本パートナーシャフト」の促進
　「社会的資本パートナーシャフト」のめざす従業員資本参加をいっそう
促進する施策として以下のものが提案されている。
　① 従業員資本参加について労使双方の理解をいっそう推進する。
　② 賃金協約パートナーは名目賃金のみならず能力開発や業績賃金・成果
賃金にもっと目を向けるべきである。
　③ 法的簡素化と事務処理の簡素化（Entbürokratisierung）を図る。
　④ 資本参加によって生じた収益に対する免税限度額を引き上げるととも
に，いわゆる「半分原則」を廃止する。
　⑤ 賃金が資本参加に投下された場合，それによって収益が生じる時点ま
で所得税および社会保険負担金の徴収を延期する。
　⑥ 従業員資本参加と，税制的優遇措置を受けている老齢準備金（Alters-
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vorsorgung）を統合する。
　⑦ 労働移動に伴って，新しい雇用先へその出資持分も移転できるように
する。
　⑧ 自社以外の企業の資本にも資本参加できる道を開く。
　⑨ 資本参加について従業員の情報権・協力権が確保されなければならな
い。
3.2　SPDの「被用者のためのドイツ・フォンド」
　SPD（Sozialdemokratische Partei, ド イ ツ 社 会 民 主 党）は，DGB
（Deutscher Gewerkschaftsbund, ドイツ労働組合総同盟）と共にもともと
労働者の資本参加についてはきわめて消極的であったが，次第にこれを
積極的に肯定する方向へ変わってきた。とりわけ1998年以降，連邦首相
シュレーダー（Schröder, Gerhard）に率いられた SPD 政権のもとにおいて，
労働者の資本参加の促進にたえず政策的努力が傾注されてきた。1991年 1
月には「第 3 次財産参加法」が施行され，2003年には「第 5 次財産形成法」
の改正が行われた。
　企業レベルにおける被用者の資本参加については，SPD も CDU も共に
基本路線を同じくしているが，これと並行して SPD がとくに重視してき
たのが企業を超えたレベルにおける労働者の資本参加であった。それが
2007年 6 月に発表された「被用者のためのドイツ・フォンド」（Deutsch-
landfonds für Arbeitnehmerinnen und Arbeitnehmer）の構想であった9︶。
　被用者は雇用先の企業から提供された資本参加持分を「ドイツ・フォン
ド」として資本投資会社に出資する。資本投資会社は企業の枠を越えて集
めた資金を運用して，その運用益の一部を被用者に還元する。他方，資本
投資会社は，集めた資金の一部を被用者が雇用されている企業へ出資する。
企業は，その出資を受けた資金について利子を支払う。「ドイツ・フォン
ド」から受けた資金は他人資本であるが，被用者に提供した資金が「ドイ
ツ・フォンド」を迂回して再び還流してくるので自己資本の一部とも考え
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られる。他人資本と自己資本の中間的な資本という意味で「中二階資本」
（Mezzaninekapital）ということがいわれている。
　「従業員資本参加のためのドイツ全国の資本集積場10︶」としての「ドイ
ツ・フォンド」は以下のような目標を追求しようとしている。
　① 被用者の財産形成の促進：従業員資本参加のない中・小規模企業の従
業員も参加できる。
　② 企業倒産による職場喪失と財産喪失という「二重のリジコ」の削減：
「ドイツ・フォンド」はリジコの分散を行うことができる。
　③ 従業員資本参加の持分の取引・交替可能性の保証：個別企業に縛られ
ていないので保有者を自由に代えることができる。
　④ 管理コストの削減：資本投資会社が運営・管理を行うので，個別企業
のコスト負担が大きく減少する。
　ドイツにおいて従業員資本参加が進まない大きな理由のひとつは，制度
の設計・運用・管理に関する専門知識を備えた人材がとくに中・小規模企
業では不足しているということがある。「ドイツ・フォンド」は被用者の
利益代表機関であるとともに，高度な専門的人材を抱えた資本投資会社と
して機能する。
　ところで，かつて1960年代前後に労働組合側から「社会資本フォンド」
（Sozialkapitalfonds）という構想が提起されたことがあった11︶。目標は，
国民経済における財産増加分の再分配と資本の社会化に置かれていた。「社
会資本フォンド」に集結された資金が労働者の利益の観点から投資・管理
されるところに「特別の種類の社会化」をみていたのである。
　1970年 3 月の「財産形成についての DGB 指針」（DGB Leitlinien für die 
Vermögensbildung）において，DGB は「経営を超える成果参加」（Über-
betriebliche Ertragsbeteiligung）を主張していた。個別企業の資本提供者・
従業員・企業者（経営者）に帰属しない経営成果を「社会資本」として捉
え，これを集結した「社会資本フォンド」を大資本・大企業の支配から切
り離して労働組合の制御下に置こうとした。そこからそれを「特別の種類
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の社会化」と称していた。
　「社会資本フォンド」の構想は，戦後 DGB によって主張されてきた生
産手段の社会化につながるものをもっていたが，2007年の「被用者のため
のドイツ・フォンド」にはもはやそのような痕跡は見出されない。労働者
の財産形成政策・資本参加政策においてSPDもCDUも共に同じ土台に立っ
ている。
3.3　CDU・CSU・SPDの「共同提案」
　2008年 4 月，CDU・CSU・SPD の共同作業グループは『ドイツにおけ
る従業員資本参加の促進』（Für mehr Mitarbeiterkapitalbeteiligung in 
Deutschland）と題する提案をまとめた12︶。メルケル首相に率いられた，
CDU と SPD の大連合政権のもとで共同作業が進められた。
　まず「従業員資本参加法」に直接つながる提案をみておこう。
　 1 ） 所得税法の改正：現行の所得税法 §19a によれば，財産効果的給付
によって生じた被用者の収益については，135 Euro を上限として，
その収益の半分以下について，所得税と社会保険負担金が免除さ
れることになっているが，この上限を360 Euro まで引き上げ，い
わゆる「半分原則」（Halbprinzip）は廃止する。
　 2 ） 第 5 次財産形成法の改正：現行では，財産効果的給付の18％が労
働者貯蓄手当として国家から助成されるが，この助成率を20％へ
引き上げる。この場合，独身者では17,900 Euro，既婚者では35,800 
Euro の所得限度が設けられているが，前者を20,000 Euro，後者を
40,000 Euro へ引き上げる。
　 3 ） 「特殊フォンド」（Spezielle Fonds）の設立：企業の枠を超えたレベ
ルで，例えば産業部門で被用者の資本参加を促進することを目的
とする。
①「特殊フォンド」は，資本投資会社と公認された専門的財務マネ
ジャーによって管理・運営される。
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②「特殊フォンド」は，連邦財務サービス監査局（Bundesanstalt 
für Finanzleistungsaufsicht）の監督下に置かれる。
③「特殊フォンド」財産の75％は，その従業員に財産効果的給付を
支給している企業へ投資されなければならない。そのうち50％
は貸付債権として，25％は相場取引のない企業持分および有価
証券として投資される。
④「特殊フォンド」財産の25％は流動性と代替性のある資産に投資
されなければならない。
　次に，従業員資本参加について以下のような原則を掲げている。
　 1 ） 任意性（Freiwilligkeit）の原則：従業員の資本参加は強制されては
ならない。従業員資本参加に関する諸条件は任意性を原則として
従業員と企業との間で協定が締結される。
　 2 ） 平等取り扱い（Gleichbehandlung）と公開性の原則：従業員資本参
加はすべての従業員に公開され，差別的取り扱いがなされてはな
らない。
　 3 ） 従業員資本参加の資金は，使用者の任意の給付から支給されるも
のであって，従業員との契約や賃金協定に基づく賃金構成要素か
ら供給されてはならない。
　この共同提案の基礎をなしている共通認識は，不均衡な財産形成の是正
と所得分配の公平化の推進にある。2003年から2007年にかけて企業所得・
財産所得は37.6％増大しているが，被用者所得はわずか4.3％しか増加して
いない。国民所得に占める被用者所得の割合も2000年以降減少の一途をた
どっている。「被用者が国民経済の成果に適切かつ均衡的に参加することは，
経済的合理性の命令するところである13︶」としている。
3.4　従業員資本参加法
　2009年 3 月 7 日に制定された「従業員資本参加法」は，上記の「共同提
案」をほぼそのまま採択した形になっている。主な改正点と新たに付加さ
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れた部分について概観する14︶。
3.4.1　所得税法の改正
　所得税法 §19a が廃止され，所得税法 §3 Nr.38のあとに Nr.39が新たに付
け加えられた。使用者によって無償であるいは割り引いて被用者に支給さ
れる，いわゆる財産効果的給付から生まれる収益については，360 Euro
を限度として所得税と社会保険負担金が免除される。旧法では 135 Euro
を限度としていたが，「共同提案」通りに360 Euro へ引き上げられた。
　また旧法では，所得税と社会保険負担金の免除条件として，上記の収益
の半分までという，いわゆる「半分原則」があったが，この条件が廃止さ
れた。
　任意に支給された財産効果的給付は，労働賃金に対して追加的に支給さ
れるが，賃金と異なって現在または将来における請求権と結びつくもので
はないことが明記されている。
　受給資格は，その企業に 1 年以上，継続的に雇用関係にあるすべての被
用者に認められる。もっとも財産効果的給付を受けるかどうかは被用者の
自由な選択に委ねられる。
3.4.2　第 5次財産形成法の改正
　第 5 次財産形成法は，一定の所得限度のもとで財産効果的給付の一定割
合を国家的に助成することを定めているが，以下のように改正された。
　① その所得限度を単身者の場合は 20,000 Euro，既婚者の場合は 40,000 
Euro とする。この場合の助成率は20％とする。これも「共同提案」
に従っている。
　② 資本参加に向かわない財産効果的給付については，所得限度を単身者 
17,900 Euro，既婚者 35,800 Euro に据え置き，その助成率を 9 ％とし
ている。
　ここには従業員の資本参加をいっそう進めようとする政策意図が明白に
表明されている。
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3.4.3　投資法の改正―「従業員参加・特別財産」
　投資法が改正され，§90k のあとに §90l，§90m，§90n，§90o，§90p，
§90q，§90r が新たに付け加えられた。この一連の法規は，いずれも「従
業員参加・特別財産」（Mitarbeiterbeteiligungs-Sondervermögen）に関す
るものである。
　「従業員参加・特別財産」とは，「企業によって被用者に対して発行され
た特別財産」（§90l）である。この「従業員参加・特別財産」（以下では「特
別財産」とする）は，企業レベルにおける直接的な従業員資本参加と異
なって，被用者は，それを管理する「資本投資会社」（Kapitalanlagege-
sellschaft）を迂回して雇用されている企業の資本に間接的に参加すると
いう仕組みになっている。「特別財産」は専門的財務マネジャーによって
管理され，連邦財務サービス監査局の監督下に置かれる。
　資本投資会社がこの「特別財産」フォンドをどのように投資するかにつ
いては以下のような諸条件が規定されている（§90m）。ここでは，「特別
財産」をその従業員に支給している企業を「参加企業」と称し，それを支
給していない企業を「非参加企業」と称することとする。
　① 資本投資会社が投資できる対象は以下の三つのカテゴリーに分けられ
る。Ⓐ資本市場で取引きされていない，参加企業の持分（株式，有限
会社の持分，匿名参加など）。Ⓑ参加企業に対する証書のない貸付債
権（unverbriefte Darlehensforderung15︶）。Ⓒ参加企業または非参加企
業の，上場されている有価証券および上場されていない有価証券。
　② 資本投資会社は，「特別財産」の少なくとも60％を参加企業全体のⒶ
とⒷ，およびⒸのうち参加企業の有価証券（Ⓓ）に投資しなければな
らない。
　③ ②の60％以内でその25％はⒶとⒹに投資しなければならない。
　④ 「特別財産」の最大20％は，個々の参加企業へ投資されなければなら
ない。もっとも業績の悪い参加企業についてはこの限りではない。
　⑤ 非参加企業のⒸのうち流動的財産については40％を限度として「特別
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財産」を投資することができる。
　⑥ 個々の非参加企業については「特別財産」の 5 ％しか投資できない。
　「特別財産」は 3 年間の準備期間を経過してはじめて資本投資会社によっ
て運用可能となる（§90n）。「特別財産」の発行および返還（Rücknahme）
に関する特別規定（§90o），資本投資会社による「特別財産」の売却およ
び契約条件に関する規定，その他があるが（§90p，§90q，§90r），ここで
は省略する。
3.5　「従業員参加・特別財産」の廃止
　所得税法の改正と第 5 次財産形成法の改正は，すでにこれまで進められ
てきた従業員資本参加をいっそう推進しようとするもので，とくに目新し
いものがあったわけではない。あるとすれば，「従業員参加・特別財産」
の構想を持ち込んだことであろう。SPD の提唱してきた「被用者のため
のドイツ・フォンド」は，「共同提案」では「特殊フォンド」として提案
されていたものであるが，それを具現化したものが「従業員参加・特別財
産」であった。
　ところが2013年 6 月，この「従業員参加・特別財産」が突如としてその
姿を消すことになった。従来の「投資法」（Investmentsgesetz）が廃止され，
それに代わって新たに「資本投資法」（Kapitalanlagegesetzbuch）が登場
することとなった。ところがこの新しい資本投資法では「従業員参加・特
別財産」に関する法規は受け継がれなかったのである。
　すでに2010年，ゼンデル・ミューラー／ヴェッケスは，経営を超えたレ
ベルにおける「従業員参加・特別財産」の構想がまったく実践に移されて
いない現状をみて，むしろ「経営的参加会社」（betriebliche Beteili-
gungsgesellschaft）に焦点を合わせたほうがいいのではないか，という見
解を示していたが16︶，実際のところ2013年 6 月の時点まで「従業員参加・
特別財産」を実現した事例は皆無に止まった17︶。
　企業を超えたレベルにおける労働者の資本参加は久しく構想・提唱され，
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2009年の「従業員資本参加法」をもってようやく実現に向けて道が開かれ
ることになったが，実際にこの道が歩まれることはなかった。とくに目標
とされた中規模・小規模企業の従業員と企業者にとって惹きつけるところ
があまりにも少なかったというべきであろう。また設立される資本投資会
社にとっても資金の運用にさまざまの規制が課せられていて，果たして投
資会社として有効に活動できるかどうか，大きな不安がもたれていたこと
であろう。CDU・CSU・SPD の「共同提案」にもかかわらず，企業を超
えたレベルにおける労働者の資本参加は再び道を閉ざされてしまう結果と
なった。
4 ．ホッペケ社の従業員資本参加と経営パートナーシャフト
　2013年ドイツ連邦労働・社会省によって刊行された『従業員資本参加―
モデルと促進方法』には，従業員資本参加を実践している企業12社の事例
が掲載されている。ここで取り上げるホッペケ社の従業員資本参加はその
事例のひとつである18︶。
　ホッペケ社の従業員資本参加の道は，1976年の従業員貸付（Mitarbeiter-
darlehen）に始まり，1977年の匿名参加（Stille Beteiligung）を経て，
1984年の受益権（Genußrecht）の導入，そして現在に至っている。2015
年度で従業員の半数以上がこの受益権に参加し，この年度の利潤のおよそ
8 ％が受益権に帰属している。
　同じく上掲書に掲載されているゼドゥス・シュトル社（Sedus Stoll AG）
は，すでに1966年に従業員資本参加を導入しており19︶，それに比べると
ホッペケ社の歴史は浅いが，それでも30年の実績をもっている。以下では，
ホッペケ社の従業員資本参加とそれを支える経営パートナーシャフトの思
想について考察を加えておこう。
4.1　ホッペケ社の生成と発展
　ホッペケ社の正式社名は，「ホッペケ・カール・ツェルナー＆ゾーン蓄
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電池製造有限会社」（Accumulatorenwerk Hoppecke Carl Zoellner & Sohn 
GmbH）である。1927年の創業で，さまざまの分野で蓄電池関連事業を展
開し，国内外に27の子会社を有するコンツェルン企業である。本社は，フ
ランクフルトの東およそ 140 km，ノルトライン・ヴェストファーレン州
のブリオン（Brion）に置かれている。2015年度で，従業員1,970人，売上
高 3 億5,500万 Euro（約400億円）の企業である20︶。
　1927年，カール・ツェルナー（Zoellner, Carl）は，閉鎖されたバッテリー
製造企業を買収して「ホッペケ蓄電池株式会社」を設立した。1929年，世
界大恐慌の波はホッペケ社にも押し寄せ，経営を苦境に陥れた。
　1934年，ヒトラー政権の登場とともに飛躍の機会が訪れた。ヒトラーの
国民車政策はドイツの自動車需要を急速に拡大させ，自動車保有台数も
1933年の76万台から1939年には187万台へと飛躍的に増大させた。ホッペ
ケ社は，自動車用バッテリーで売上を延ばすとともに，照明用バッテリー，
発火装置用バッテリーなど新しい事業分野を開拓していった。1936年には
発行株式をすべて買い集めて株式会社を合資会社へ改組した。
　1940年，従業員のための「年金金庫」（Pensionskasse）を設立する。当
時，中規模企業が独力でこのような年金制度を備えることは常識では考え
られなかった。
　1943年，カール・ツェルナーが引退して，息子のエルンスト・ツェル
ナー（Zoellner, Ernst）がその後を引き継いだ。
　第 2 次大戦後，幸い戦災を免れ，戦後いち早くバッテリー生産を再開で
きたのはホッペケ社だけであった。
　1950年代，急速な経済復興は自動車産業にも急成長をもたらした。自動
車保有台数は，1950年の200万台から1960年の800万台へ，さらに1970年に
は1,500万台へと急増する。ホッペケ社の売上高も1950年の700万 DM から，
1956年には1,400万 DM へと急成長した。
　60年代に入ると，さらなる自動車産業の成長に伴ってホッペケ社も売上
を延ばし，生産設備の拡張を行った。
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　1967年，二代目のエルンスト・ツェルナーが引退して，クラウス・ツェ
ルナー（Zoellner, Claus）がその後を引き継いだ。ホッペケ社の成長は資
本需要を高め，1969年，西部ドイツ州立銀行（Westdeutsche Landesbank）
が出資比率25％で資本参加することとなった。
　1973年，「従業員貸付」によって従業員の資本参加をはじめて実践に移
した。会社報『きずな』（＂Der Verbindung＂）が創刊された。これは今日ま
で続いている。
　1977年，創業50周年を迎えた。売上高 1 億1,300万 DM，従業員1,101人，
世界70カ国に製品を販売する大規模なバッテリー・メーカーへ成長してい
た。同年，従業員資本参加を「従業員貸付」から「匿名参加」へ発展させ
た。
　1980年，ダイムラーベンツとフォルクスワーゲンの共同企業 DAUG
（Deutsche Automobilgesellschaft）と共に DAUG ホッペケバッテリーシス
テム有限会社（DAUG Hoppecke Gesellschaft für Batteriesysteme GmbH）
を創設し，産業用アルカリ電池の開発と製品化に取り組んだ。
　1981年，退職従業員と企業との結びつきを維持・強化するために「退職
者協会」（Pensionärsverein）を設立する。
　1982年，クラスス・ツェルナーが「パートナーシャフト協会」（AGP 
Arbeitsgemeinschaft Partnerschaft in der Wirtschaft e. V.）の理事長に就任
した。1984年まで。
　1984年，従業員資本参加を「匿名参加」から「受益権」へ発展させる。
　1987年，創業60周年を迎えて『企業原則と基本方針』を発表。
　1993年から1995年にかけて過剰生産による不況がバッテリー産業を襲っ
た。ホッペケ社も人員削減とコスト削減で対応を迫られる。
　1998年，西部ドイツ州立銀行の25％の持分をすべて買い取る。これに
よってホッペケ社はホッペケ一族が100％所有するファミリー企業となった。
　2000年の時点で，従業員1,420人，売上高 4 億2,200万 DM。売上高の半
分は自動車用バッテリーが占めていた。
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　2001年，自動車用バッテリー事業部門をアメリカのジョンソン・コント
ロールズ社（Johnson Controls inc）に売却した。自動車用バッテリーか
ら撤退して顧客のニーズに特化した産業用バッテリーに集中するという決
定的な事業転換を行った。
　2003年，三代目のクラスウス・ツェルナーが引退して，マルク・ツェル
ナー（Zoellner, Marc）がその後継者となり，現在に至っている。
　現在のホッペケ社の事業分野と製品を示すと以下のようである。
　① 起動電力システム：通路運搬機・小型牽引機のバッテリーと充電技術。
　② 備蓄電力システム：原発，風力発電，保安照明，信号設備，電力供給
装置，病院用電力供給のためのバッテリーと充電技術。
　③ 特殊電力システム：鉄道・地下鉄システム，電気バス，自動運送シス
テムのためのバッテリーと充電技術。
　④ 研究開発：リチウム・イオン・バッテリー，ニッケル・メタル・バッ
テリーの研究開発。
　なお，ホッペケ社の日本法人として「ホッペケバッテリー株式会社」が
2001年に設立されている。所在地は横浜市。ホッペケ社の製品の販売およ
びサービスを行っている。
4.2　ホッペケ社の従業員資本参加
4.2.1　従業員資本参加の歩み
　ホッペケ社は，グローバルに事業を展開しているとはいえ，従業員およ
そ2,000人の，いわゆる中規模企業（Mittelstand）であり，ホッペケ一族
に完全所有された典型的なファミリー企業である。創業者の後を次々とそ
の家族が継ぎ，現在は四代目に至っている。このファミリー企業には従業
員を経営共同体の構成員とみる経営思想が流れており，それがホッペケ社
を従業員資本参加の道へ導いてきたといえるだろう。
　1940年に「年金金庫」（Pensionskasse）を導入している。当時では，大
企業ならいざ知らず，ホッペケ社のような中規模企業が独力で企業年金を
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設置することは常識ではほとんど考えられないことであった。勤続15年以
上の従業員は退職後65歳から企業年金を受け取ることができた。年金の額
は在職時の収入とほぼ同額で，本人が死去すると遺族に年金が支払われた。
　ホッペケ社における従業員資本参加の歴史は，1973年に導入された「従
業員貸付」（Mitarbeiterdarlehn）に始まる。当時は「624マルク法」と称
された「第 3 次財産形成法」（1970年）の適用下にあり，624 DM を限度
に財産効果的給付の30％が「労働者貯蓄手当」（Arbeitnehmer-Sparzulage）
として国家から助成されていた。ホッペケ社における「従業員貸付」の資
金は利潤参加分と従業員の拠出分から構成され，これに対して相場よりも
高い利子が付けられていた。
　1977年から「匿名参加」（Stille Beteiligung）に切り替えられた。有限会
社の匿名社員として出資する形式である。「従業員貸付」では従業員は他
人資本の地位にあったが，「匿名参加」では自己資本の担い手となり，本
格的な従業員の資本参加が開始された。
　1984年，資本参加を大きな柱とする「第 4 次財産形成法」（「第 1 次財産
参加法」）が制定された。これに合わせて，ホッペケ社の従業員資本参加
も「匿名参加」から「受益権による参加」へ刷新され，現在に至っている。
4.2.2　受益権による従業員資本参加
4.2.2.1　受益権の種類
　「受益権」（Genußrecht）と「受益証券」（Genußschein）は，株式と借
入金の中間に位置するような証券で，議決権のない優先株に類似している。
一定の利子が支払われ，相場が成立し，売買・譲渡が可能であり，また担
保能力を有している。ベルテルスマン社の受益証券21︶ やドゥレーガー・
ヴェルク社の受益証券22︶ は，株式と同じように資本市場で取引きされて
いるが，ホッペケ社の受益権は企業内で管理されている。
　ホッペケ社が発行している受益権は，表 1 に見るように23︶，「タイプ A」
と「タイプ B」があり，額面価格は同じく 50 Euro であるが，購入価格，
封鎖期間，優遇措置を異にしている。
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4.2.2.2　受益権の諸条件
　①受益権の取得資格：ドイツ国内のホッペケ社グループで働いている正
規従業員。
　②受益権の取得枠：「タイプ A」は年に各自15口まで，「タイプ B」は年
に40口まで。
　③受益権の取得時期：毎年10月 1 日。
　④受益権の価格：額面価格（50 Euro）。
　⑤受益権の封鎖期間：「タイプ A」は 6 年間。「タイプ B」は 2 年間。
　⑦受益権の利子支払い：毎年 9 月。公認されたコンツェルン会計を基礎
に利潤が算定され，この利潤から利子が支払われる。
　⑧受益権保有者の死亡：利潤持分を加算して額面価格で相続人に支払わ
れる。
4.2.2.3　パートナーシャフト委員会
　①目的：経営執行部に対して受益権保有者の利益を代表する。
　②構成：受益権保有者によって 4 年毎に15名の委員が選出される。
　③主要任務：受益権による資本参加について経営執行部と協議するとと
もに，必要な情報の開示を求める。
4.2.2.4　従業員資本参加の状況
　額面価格 50 Euro の受益権タイプ A を半額で15口購入したとする。こ
表 1　ホッペケ社の受益権
受益権のタイプ 受益権タイプ A 受益権タイプ B
購入価格 割引された購入価格 50Euro
額面価格 50Euro 50Euro
封鎖期間 6 年 2 年
利潤参加 額面価格の最大25％まで 額面価格の最大25％まで
損失参加 額面価格の最大25％まで 額面価格の最大25％まで
国家の助成 財産形成法による優遇措置 国家による優遇措置なし
Quelle: 25 Jahre Hoppecke Genussrechte－Ein Modelle feiert Geburtstag, S.3.
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の場合，ホッペケ社は， 1 口について 25 Euro を「財産効果的給付」とし
て従業員に支給したことになる。このままでは従業員は 375 Euro を支出
しなければならないが，2009年の「従業員資本参加法」によって， 360 
Euro までは所得税と社会保険負担金が免除され，さらに400 Euro までは
20％の奨励手当を受けることができる。この場合は75 Euro の「労働者貯
蓄手当」が国家から支給される。したがって，少なく見積もっても従業員
が「タイプ A」15口に対して支払う支出は 300 Euro 以下となろう。受益
権タイプ B には購入価格の割引や法的な優遇措置がないので，まるまる 
750 Euro を支出しなければならない。
　利子支払いは額面価格の25％を限度とすることが条件とされているが，
2003年から2008年までの 6 年間の平均利子率は7.65％であった。1991年か
ら1997年までの従業員資本参加の状況は表 2 のようである24︶。これによれ
ば企業業績によって利子率が変動していることがわかる。また従業員のほ
ぼ半数が資本参加している。なお，総資本に対して受益権資本が占める割
合は，2007年で 2 ％となっている25︶。
　受益権それ自体は従業員参加の物的参加を示している。ホッペケ社の経
表 2　ホッペケ社における受益権による従業員資本参加（1991年～1997年）
1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年
従業員数 1,282人 1,673人 1,448人 1,218人 1,129人 1,107人 1,128人
受益権保有者   794人   798人   780人   729人   695人   606人   570人
従業員に占める受
益権保有者の割合
61％    48％    54％     58％    58％    55％    51％
受益権資本の総額
（DM）
340万   370万  390万 370万   320万 310万  300万
受益権タイプ A の
平均利子率
  29.3％    8.0％    6,7％    5.2％    6.0％   20.8％   25.0％
Quelle: Busch, Manfred: Kulturelle Revolution im Untermehmen. Existenzsicherung 
durch Mitunternehmer, in; Perspektive für Arbeit－Kulturelle ＂Revolution＂ im 
Unterneh-men an der Jahrtausentswender?, Kassel 1998, S.51.
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営協議会議長フックス（Fuchs, Detlef）はそれを以下のように評価している。
「経営協議会は資本参加に対してきわめて肯定的に対応している。相対的
に低いリジコで，これに匹敵するような投資形態ではほとんど達成できな
いような利回りを実現している26︶。」
　また，従業員のひとり，情報処理業務担当のシリング（Schilling, Hans-
Theo）は以下の 3 点を評価している。「①従業員参加によって職場が確保
されている。②受益権の利子は銀行利子に比較して平均を上回っている。
③資本参加はわたしの老後の備えの柱である27︶。」物的参加としての資本
参加についてはとくに不満は見られず肯定的である。シリングの評価は受
益権を保有している従業員たちの平均的な評価とみていいであろう。
4.3　従業員資本参加と経営パートナーシャフト思想
　精神的参加としての従業員資本参加はどのように評価されているだろう
か。
　1987年，創業60周年を期してまとめられた『協働と指導のための企業原
則と指針』の前文において，当時，最高経営責任者であったクラウス・
ツェルナーは次のように述べている。
　「ホッペケ社の従業員・経営指導層・社員は，企業の経済的・法的独立
に対して共にパートナーシャフト的責任を担うものである。」「市場の要請
に対してわれわれは，信頼的，弾力的かつ誠実に対応しつつ，問題解決者
として自らを証明しなければならない。企業の中で働いている人間こそ，
われわれの企業の将来を保証する最も価値ある力である28︶。」
　また，現在の経営責任者のマルク・ツェルナーも以下のように述べてい
る。
　「グローバルな競争環境において中規模ファミリー企業としてのわれわ
れは，将来においても決定的な前進を迅速に遂げていかなければならない。
そのためには有能な人材を必要としている。われわれは受益権モデルに
よって従業員を共同企業者（Mitunternehmer）に変えようとしてい
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る29︶。」
　ホッペケ社のホームページを開いて「従業員参加」（Mitarbeiterbeteili-
gung）の節を見ると次の言葉が目に飛び込んでくる。
　「ホッペケ社にとって従業員（Mitarbeiter）は，たんに協働者（Mit-
Arbeiter）であるばかりではなく，共同企業者（Mit-Unternehmer）である。
それゆえわれわれはすでに1984年以来従業員のために，受益権の取得に
よって企業成果に参加し，共同社員（Mitgesellschafter）となる道を進ん
できた30︶。」
　「共同企業者」（Mitunternehmer）という言葉は，戦後ドイツにおける
経営パートナーシャフトの開拓者・先駆者となったシュピンドラー
（Spindler, Gert P.）が標榜した言葉であった。1951年，従業員との間で「共
同企業者契約」（Mitunternehmer-Vertrag）を結ぶ“シュピンドラー・モ
デル”を導入した。
　シュピンドラーの経営思想は以下の言葉に集約されている。「企業は，
それが経営責任者であれ，指令的職務や執行的職務を遂行する従業員であ
れ，あるいは資本提供者であれ，そこで活動する者すべてが相互依存関係
にあるところの労働共同体（Arbeitsgemeinschaft）である31︶」と。後に同
じ思想を「企業は，資本提供者，経営者，従業員から構成される成果達成
共同体（Errungenschaftsgemeinschaft）である32︶」と表現している。
　このように企業を「労働共同体」「経営共同体」としてとらえる思想は，
ホッペケ社においても脈々と受け継がれている。三代目の最高経営責任者
であったクラウス・ツェルナーは，1982年から1984年まで「パートナーシャ
フト協会33︶」（AGP Arbeitsgemeinschaft Partnerschaft in der Wirtschaft e. V.）
の理事長を務めている。シュピンドラーを初代理事長として歴代の理事
長はいずれも経営パートナーシャフト思想の具現者であり，それぞれの
経営パートナーシャフトの実践はひとつのモデルとして高く評価されて
きた。
　“シュピンドラー・モデル”では経営成果への参加は実現されたが，従
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業員の資本参加についてはまだ十分に意識されていない。経営パートナー
シャフトと資本参加が結びつくまでにはいましばらく時間が必要であった。
60年代に入ってゼドゥス・シュトル社をはじめいくつかの企業で従業員の
資本参加が実践されるようになった。そして今日，ホッペケ社は「共同社
員」（Mitgesellschafter）という言葉を登場させている。「社員」とは資本
体としての会社の構成員のことであり，会社資本の基本的な担い手である。
従業員資本参加によって従業員は資本の担い手となり「共同社員」となる。
2007年，ホッペケ社の総資本に対して受益権資本が占める割合は 2 ％と
なっている。資本参加している従業員は確かに企業資本の一部を担って
「共同社員」となっている。
　マルク・ツェルナーは，上に引用した言葉に続いて以下のように述べて
いる。「われわれの受益権モデルは共同企業者を生み出してきた。そして，
その企業者的思考（unternehmerische Denken）が市場能力を保証し，わ
れわれの顧客に対して説得力を発揮させている34︶」と。
　従業員の資本参加とそれを支えている経営パートナーシャフト思想が従
業員の中にどのように企業者的思考を育み，その経営行動に結実している
かを把握することは容易ではないが，最高経営責任者としてのマルク・
ツェルナーは，それを総合的な経営力として，また企業業績の確実な成長
要因として理解している。
5 ．結　　　論
　以上において，ドイツにおける従業員資本参加をめぐる法的環境の展開
をみるとともに，そのような法的環境のもとで従業員資本参加を実践して
いる企業の事例としてホッペケ社のモデルを取り上げてきた。ドイツにお
ける従業員資本参加の普及は，他の欧米諸国に比較してそれほど高いわけ
ではない。表 3 によると35︶，従業員数200人以上の企業で従業員の50％以
上が株式に参加している企業の割合では，ヨーロッパ諸国14カ国の中でド
イツは 8 位である。長年にわたって労働者の財産形成・資本参加に多大の
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政策的・法的努力を傾注してきたにもかかわらず，従業員資本参加の現状
は大きく期待を裏切っている。表436︶ では2006年においておよそ3,600社，
現在ではおよそ4,000社が従業員資本参加を実践しているといわれているが，
全体の会社数から見れば微々たるものである。
　ドイツにおける従業員参加は，精神的参加と物的参加という二つの面を
もっている。利潤参加や成果参加と並んで資本参加も物的参加のひとつで
あり，その諸形態は表 4 にみる通りである。他方，精神的参加といわれる
ものは，企業レベル，経営レベル，職場レベルにおける経営参加だけでは
表 3　従業員参加の国際比較
（％）
調査年 1996年 1999年／2000年
調査対象 従業員数50人以上の企業
従業員数200人以上で従業員の
50％以上が参加している企業
参加形態 利潤参加 株式参加 全体 利潤参加 株式参加 全体
ベルギー － － － 10 11 20
デンマーク 10 6 15 8 15 21
ドイツ 13 4 16 19 10 25
フィンランド － － － 28 15 38
フランス 57 7 58 82 20 84
ギリシャ － － － 7 7 14
英　国 40 23 51 30 30 48
アイルランド 8 4 11 23 15 36
イタリア  5 3 7 7 2 9
オランダ 14 4 17 56 22 60
オーストリア － － － 28 3 28
ポルトガル 7 2 9 17 2 18
スウェーデン 20 2 21 19 13 28
スペイン 8 10 16 13 6 18
Quelle: Schnabel, Claus: Mitarbeiterbeteiligung－Ein guter Weg zu höherer Produk-
tivität und Flexibilität, in; Sozialer Fortschritt, 4/2004, S.84.
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なく，労働の人間化や提案制度，さまざまの人間中心的な人事・労務政策
を含む，幅広い概念である。ドイツの経営パートナーシャフトの大きな特
徴は，精神的参加と物的参加を車の両輪のように同時・並行的に追求して
いくところにあるが，多くの場合，精神的参加を基礎にして物的参加が実
現されている。
　ところで，アメリカにおける従業員の資本参加を実証的に研究したもの
として『従業員参加的資本主義。従業員株式，利潤・業績参加，従業員ス
トック・オプション』（2011年）がある。アメリカの経済調査局（National 
Bureau of Economic Research, NBER）による調査研究の報告書である。
　“従業員参加的資本主義”（shared capitalism at work）とは，「労働者の
賃金あるいは福利を企業の業績や職場の業績に直接的に関連づけるさまざ
まの報酬制度の実践37︶」である。私企業14社の従業員約 4 万人とその職場
323を対象として，従業員参加プログラムの実態および従業員の経験につ
表 4　ドイツの従業員資本参加（2006年 1 月 1 日）
参加企業：3,600社
参加している従業員：200万人
従業員の資本：123億ユーロ
参加形態 企　業 従業員 資　本
企業数 ％ 従業員数 ％ ユーロ（万） ％
従業員貸付 590 16.39 115,000 5.74 46,000 3.75
匿名参加 970 26.94 250,000 12.49 124,900 10.18
間接的参加 470 13.06 93,000 4.65 46,500 3.79
受益証券 390 10.83 120,000 5.99 96,000 7.82
従業員株式 610 16.94 1,400,000 69.93 900,000 73.27
協同組合 340 9.44 17,000 0.85 4,300 0.35
有限会社参加 230 6.39 7,000 0.35 10,500 0.85
全　体 3,600 100.00 2,002,000 100.00 1,228,300 100.00
Quelle: AGP/GIZ, Stand: 1. 1. 2006
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いて調査を行っている。
　この報告書によれば，2006年，アメリカでは5,340万人の労働者が“従
業員参加的資本主義”に参加している。「アメリカの私企業部門で働く労
働者のおよそ半数が参加しており，」「参加的報酬および意思決定参加にお
いてアメリカは世界をリードしている38︶」と結論づけている。そして，“従
業員参加的資本主義”の効果として，第 1 に企業のパフォーマンスの向上，
第 2 に労働生活の向上，第 3 に意思決定参加の促進，を挙げている。第 3
点については「“従業員参加的資本主義”は，従業員の意思決定参加と進
歩的な人事・労務政策と結びつくとき最も大きな効果をもたらしてい
る39︶」と述べられている。
　アメリカの“従業員参加的資本主義”とドイツの経営パートナーシャフ
トはどのように比較できるだろうか。
　シュピンドラーとともに経営パートナーシャフトの先導者となった経営
学者ギード・フィッシャー（Fischer, Guido）はかつて以下のようなこと
を述べたことがあった。
　「アングロサクソン的“パートナーシップ”は何よりも従業員の金銭的
向上をめざすものである。」「しかし，ドイツの経営パートナーシャフトは，
企業者と従業員との間の協働，すなわち人間的信頼に満ちた一致協力とい
う，まったく別のものから生まれるものであって，この一致協力が生産性
の向上をもたらすのである。ところが，アングロサクソン的制度では，金
銭的向上の制度によって経営給付に対する従業員の関心を高め，それに
よって従来あった従業員の労働抑制をやめさせることができると信じられ
ている40︶」と。
　それから半世紀以上の時が経過しているが，アメリカの“従業員参加的
資本主義”に対してわれわれもフィッシャーと同じような感想を抱くもの
である。ドイツでは精神的参加があってはじめて物的参加が生み出されて
いくのである。その逆ではない。
　“従業員参加的資本主義”の効果の第 3 点において，「“従業員参加的資
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本主義”は，従業員の意思決定参加と進歩的な人事・労務政策と結びつく
とき最も大きな効果を生む」ことが指摘されている。物的参加と精神的参
加というドイツ的な対概念は意識されていないが，精神的参加の重要性が
アメリカにおいても認識されていると理解される。
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